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竃。はじめに
　近年，コンピュータの小型化，パーソナル化にともない電子メこルなどのディジタルコミュニ
ケーション手段が一般化しつつある。特に組織規模の大きな企業注1ではデジタルコミュニケー
ションシステムを積極的に導入し，日常業務に活用する事例が増えてきている。また，個人の日
常生活でもパソコン通信の各種サービスやインターネットでの電子メール交換により，生活に必
要な情報をはじめ教養や趣味に関連する情報を交換しあい，日常生活をより豊かなものとしてい
る事例も数多く見受けられるようになってきた。
　このように一般化しつつあるデジタルコミュニケーションではあるが，①高額な機械が必要で
あること。②機器操作や電子メールの送受信にリテラシーが必要なこと。③コミュニケーション
を行いたい相手が必ずしも電子メールなどデジタルコミュニケーションを利用しているとは限ら
ないことなどの理由から，実際には活用されていないという指摘も多い。今後このようなシステ
ムが普及し一般化したときに，我々の日常的な家庭生活の在り方の変容に関し，実証的な調査を
行う必要があろう。さらに，デジタルコミュニケーションが組織の在り方を変えつつあるなかで，
それらが個々人の家庭生活環境に浸透したときには，より直接的に我々の生活に影響を与えるも
のと想像される。かつて，自動車の普及では自動車運転のリテラシーの有無が「交通弱者」とい
う現象を生じさせた。この例からするとデジタルコミュニケーションにかかわるリテラシーの無
さが「情報弱者」を生まないとも限らない。また「情報弱者」の存在は個々人の家庭生活だけで
はなく，個々人が生活する地域の活性化にも影響を与えることとなろう。
　このような社会環境に移行しつつある現在，デジタルコミュニケーションに対する理解とリテ
ラシーの教育や学習の場を設けることが切望される。そのためにも，生活の中でデジタルコミュ
ニケーションがどのように利用されているか，その実態を把握することは重要と考えられる。
　本研究は，デジタルコミュニケーションのリテラシーを保有している大学生を対象として，日
常生活におけるコミュニケーションの実態と，デジタルコミュニケーションの利用意識を調査し
たものである。
2．デジタルコミュニケーションの普及とその利用者
　社会の情報化とともに日常生活においても，デジタルコミュニケーションは普及の一途をた
どっている。！996年1月現在大手パソコン通信ネットワークの会員はあわせて約400万人を超え
るに至った。またNIFTY－Serveを例にすれば1996年1月の月間電子メール交換数は約290万
通となっている。これは一年前の同期間における通数約95万通の3倍強という急成長である潔。
この通数は会員数が約140万人のパソコン通信ネット単独の数字であり，他のパソコン通信サー
ビスさらにはインターネットで交換されるメール通数は膨大なものといえよう。
　このように数の上では極めて普及しているかのように思えるデジタルコミュニケーションであ
るが，その利用はまだ一部に偏っていると言わざるを得ない。インプレス社によるインターネッ
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ト利用者の実態調査注3では男性が9割を占め，女性は1割に満たない結果が示されている。さら
に利用者の年齢分布では男性では30歳以上35歳未満の利用がもっとも多く全体の3割を占めて
おり，その前後で7割を占めるに至っている。一：方女性では25歳以上30歳未満での利用がもっ
とも多く4割を占めている。また職種としては技術系の会社員や理科系の学生で全体の5割を占
めている。この結果から明らかなように，現在デジタルコミュニケーション手段を利用している
層はかなり偏りが大きいといえよう。
　しかし，先ほどのNIFTY－Serveでの電子メール交換通数の伸びが示すように，デジタルコ
ミュニケーションが生活情報の入手・活用に利便性ある現状が存在すると言え，今後より幅広い
階層での利用が考えられる。このとき，情報弱者が生まれ地域の活力などに格差が生じないため
にも，情報通信環境を整備すること同時にデジタルコミュニケーションに対するリテラシー教育
を行うことが必要となる。
3．大学生を対象としたデジタルコミュニケーション利用の調査
　α）調査の目的と項目
　本調査は，デジタルコミュニケーションのリテラシーを保有している大学生を対象として，生
活におけるコミュニケーション手段の利用実態と，デジタルコミュニケーションの利用意識を調
査したものである。
　調査項圏は，属性と情報環境，大学内外でのコミュニケーションの実態，コミュニケーション
手段の選択とデジタルコミュニケーションの利用意識である。
（2）調査方法
プリコード式（一部自由記述）のアンケート用紙を講義中に配付し，その場で記入，回収した。
　（3＞調査対象
　本調査では，小樽商科大学においてソフトウェア科学IIの講義を受講している学生を対象とし
た。ソフトウェア科学IIは，データ構造論を中心にコンピュータプログラミング手法を学習する
講義である。講義と演習がペアとなっており，社会科学系の学生にとっては馴染みのない工学系
の講義に近い形態が採用されている。したがって，この授業を選択する学生の多くはコンピュー
タや情報工学に関心の高い学生が多い傾向を持つ。また，この講義を受講している学生は，演習
の課題提出に電子メールの使用が義務づけられており，講義中に学内ネットワークのBBSシス
テムの利用方法について説明を受けている濾。なお回答をよせた学生は90名でその内訳は表のと
おりである。
商業
w科
経済
w科
企業法
w科
社会情
?w科
合計
? 3 7 6 32 48
女 2 3 14 23 42
全体 5 10 20 55 90
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4。大学生の情報コミュニケーション特性
　（1）分析の概要
　本調査ではまず第一番目に大学生の情報環境について，情報機器の所有とインターネットやパ
ソコン通信などのデジタルネットワークへの加入の有無を調査し，男女別にクロス集計を行った。
次いでコミュニケーション相手の把握として大学内・外の交友関係を集計した。さらにコミュニ
ケーション手段の利用について，連絡，打合せ，会話の三パターンでそれぞれ利用する手段につ
いて調査を行った。また，デジタルコミュニケーションの利用意識について調査し，男女別およ
び情報環境別にクロス集計を行いその差異を調査した。以下その詳細について説明する。
　（2）情報環境
　情報機器の保有について複数回答の結果を集計したものが下図である。
　電話の保有率は女子学生が男子学生の2倍を超えている。これは自宅外から通学する女子学生
全てが電話を保有しているのに対し，男子学生の場合は自宅外から通学している場合でも必ずし
も電話を保有していないことも影響している。さらに，自分専用の電話を保有している割合は
60％を超しているものの自宅外から通学している学生が28％であることから，自宅から通学して
いる学生における自分専用電話の保有率が高いことがわかる。また最近流行の携帯電話について
は男女とも2G％近くが保有しており，ポケットベルについては女子学生の保有率は男子学生のほ
ぼ3倍の25％となっている。これらの結果より女子学生は電話などの保有に対し積極的な面を
持っているとも言えよう。
　また，ビデオについては男女とも70％の学生が保有しており，映像メディアを時間と非同期的
に利用することが一般的となっているものと思われる。
　さらに，パソコンの保有率は男女ともに40％と半数に満たないものの保有率が高い回答が得ら
れた。これは情報工学系の講義を選択している学生が調査対象となっているため，自分専用のコ
ンピュータ所持に高い関心が向けられている結果であると考えられる。
　しかし，パソコン通信やインターネットへの加入率は，男女とも同傾向を示しいずれも10％未
満と低い値を示した。また加入の動機としては「パソコンを購入したらサービスで付いてきた」
とするものが多く，主体的に加入したという回答は得られず，コンピュータを用いたディジタル
コミュニケーションへの積極的な関心が低いことがわかる。
情報機i器の保有割合
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　（3）交際関係
　親しく交際する友人について回答を求めた結果を上に示す。親しく交際する友人は男女ともに
大学内のサークルがもっとも多く全体で40％が回答している。次いで出身高校が27％となってお
り，特に女子学生は高等学校時代からの友人と親しく交際している傾向が見られる。また三番目
に多いのは所属する学科で，全体の14％の割合を占めた。その一方では大学外のクラブやボラン
ティア活動に親しい友人を持つ学生の割合は極めて少なく，アルバイト先に親しく交際する友人
を持つ学生は全体で9％であった。また，交友関係ではそのほかについては女子学生は0％であ
るが男子学生では！3％と学科内とほぼ同じ値となった。これは教養課程で一緒であったものの学
科移行で別れても交際が続いているケースや，大学と関係なく趣味等によって親しい交際がなさ
れているという回答も寄せられた。
　さらに，大学内・外のサークルの加入割合は男女ともほぼ同じ傾向を示した。大学内のクラブ
などに加入している学生は全体の50％であるのに対し，大学外のクラブやボランティア活動に参
加している学生は10％と少ない結果となった。
　これらより，調査対象の学生は大学内での交際を中心としており，コミュニケーション範囲は
意外と狭いということがいえよう。
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　（4）コミュニケーション手段の特徴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　（a）連絡で使うコミュニケーション手段の特徴
　連絡でもっとも使われているのは直接あって話をするもので57。8％の学生が選んでいる。次い
で使われているのは電話の4！．！％であった。二番目に選択する手段としては電話，直接あうこと
の順となるが，友人を介するという園答が18，9％と増加している。この傾向はさらに三番圏に選
択する手段では顕著となり62．7％の学生が友人を介して連絡を取り合うことを選択しているそ
の一：方で直接あうことは2．4％に激減している。また電話を選択する回答は18。1％であった。こ
れらの回答から，学生が連絡を取り合うときには電話が主流であると同時に，直接あったり友人
を介するなど人と人とのコミュニケーションが重要視されているといえよう。この傾向は，大学
外のクラブ・ボランティア活動を行っている，あるいは親しく交際する友人を持つ学生にも共通
した傾向であった。
　なお，電子メールは二番目に選択される手段では2．2％，三番目に選択される手段においては
6．0％の選択法と全体的に選択率が低かった。また，三番閉の選択であるが郵便が全体9．6％を占
めるなど書くことによる情報伝達も選択されていることが伺える。
　　（b）打合せで使うコミュニケーション手段の特徴
　打合せも連絡と同じような傾向が見られ，一番目に選択される手段は直接あうことが61．8％，
電話が37．1％であった。また，二番目に選択する手段は電話が52．8％であり，直接あうことも
32．6％と高い割合を示した。また，三番目に選ばれた手段では友人がもっとも多く73。4％を占め
るに至っている。
　なお，電子メールの利用は二番目において3．37％であり，三番目ではし27％と非常に少なく
なっている。
　　（c＞会話で使うコミュニケーション手段の特徴
　一番目に選択される手段としては，直接あうことが90％の高い率で選択され，電話は8．9％と
少ない値となった。また，電子メールの利用者も1．2％と非常にわずかではあるが存在した。一方，
二番目に選択される手段は電話が一番高く82．2％となり直接あうことは6．7％と減少している。
その一方で郵便の利用も4．4％あるなど文章によるコミュニケーションも選択されている。三番
目としては友人を介する回答が50％となる。これは男子学生に多く見られた回答であるが，友人
も交えて三者以上でコミュニケーションを行うことが多いため，友人を介してという選択肢が選
択された結果である。また三番目に線礫されたものとして，電子メールが！！。3％，郵便が22．9％
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と文章によるコミュニケーションの選択が30％を超えている。この傾向は特に女子学生に見られ
る。
　　（b）コミュニケーション手段選択の金体傾向
　以上の結果より，学生が選択するコミュニケーション手段はそのほとんどが対面か電話または
友人を介したもので，旧来のコミュニケーション手段が利用されていることがわかった。特に直
接あって連絡，打合せ，会話を行うことを選択する歯答が一番多かったのは，交際が大学内のク
ラブや学科等狭い範囲で完結している回答が得られたこととも関係あるものと思われる。また会
話では電子メールや郵便など文章によるコミュニケーションも選択されたが，打合せではほとん
ど選択されなかった。比較的一方通行なコミュニケーションとなる連絡においても電子メールや
郵便などの手段が選択されていることからも，打合せではリアルタイムな双方向コミュニケー
ションが望まれている結果の現れとも考えられよう。
　　（e）ジェンダーによるコミュニケーション手段選択の差異
　図は男女間で差異がもっと現れた結果である。会話において三番目に選択された手段では，
FAX，郵便等文章によるコミュニケーション手段の利用に男女間の差が顕著に見られた。女子学
生の方が文章によるコミュニケーションを比較的頻繁に行っているものと思われる。
会話で三番に使う手段
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パソコン通信によるコミュニケーションに対する意識
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　（5＞デジタルコミュニケーションに対する意識
　デジタルコミュニケーションに対する意識として，パソコン通信によるコミュニケーションへ
のイメージをの選択肢を複数選択し回答した結果が次項の図である。語間や場所に制限されない
というメリットを評価する回答が全体で56％と最も多かった。特にパソコン通信の会員となって
いる女子学生の選択率は75％を超え極めて高い。デジタルコミュニケーションが持つ，時間と空
間の非同期性という特質が理解され，評価されていると言える。しかし，記録性については全体
で38％の選択率と余り高くないのは記録性を重要視する種類の，情報交換経験が少ないためでは
ないかと思われる。
　さらに，最先端で格好が良いことを選択した学生は全体でユ6％程であるのに対し，マニア的で
不愉快を選択した学生は8％とデジタルコミュニケーションが好意的に評価されている傾向も見
られる。特にパソコン通信の会員となっている女子学生は最先端で格好が良いことの選択率が
25％と高い。
　このように好意的な意識を持つ一方で，文字にすることが面倒であることを選択した割合率は
全体で30％程あり，機械を使うので不便であるという回答も全体で15％ほどあった。この結果よ
り学生は手軽なコミュニケーション手段を望む傾向があるとも言えよう。しかし，パソコン通信
の会員となっている女子学生は文字にすることに対する抵抗が全く無いことや全体として好意的
な評価を行っている傾向がある。他方男子学生ではパソコン通信の会員であっても平均的な評価
傾向であり，男女間で取り組みに対する姿勢に差があると考えられる。
5．ま　とめ
①学生の交際範囲は狭く，限られた範囲内でコミュニケーションが完結されている傾向が強い。
　この結果，直接面会または電話によるコミュニケーションが選択されている。この傾向は大学
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　外で活動，交際を行っている学生にも共通しており，デジタルコミュニケーションの選択率は
　低いものとなっている。このことはデジタルコミュニケーションがさほど一般化されていない
　ことの現れと考えられる
②文章によるコミュニケーション手段も選択されている。特に女子学生が選択する傾向が強い。
　この結果を女性一般の傾向と考えるのははなはだ早急ではあるが，デジタルコミュニケーショ
　ンがより一般化され，リテラシー教育が進むなら女性の利用が増大する可能性を持っていると
　指摘できる。
③デジタルコミュニケーションの特徴が理解され，好意的な評価がなされている結果が得られ
　た。これは調査対象が情報工学系の授業を選択しており，パーソナルコンピュータの保有率が
　40％とこの種のメディアに高い関心を持つ学生であることの影響が大きいと考えられる。この
　ことは他方においてデジタルコミュニケーションの理解とリテラシーの養成には，基礎的知識
　の指導と好奇心を生かす環境づくりが必要なことを示唆しているとも言えよう。
④今後，デジタルメディアを利用するときの目的や例えば卒業後などの将来的な利用意識，他
　のメディアとの比較意識などを調査，分析し，デジタルメディアが家庭生活で利用される環境
　を把握することなどが課題としてあげられよう。
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注1　例えば，JR北海道では関係法人の鉄道技術総合研究所で開発されたR－Mai！システムが導入され，電子メー
　　ルを部内の四達絡から経理関係の発注稟議まで広籟に利用している。
注2　日本インターネット協会：「インターネット白書’96」，pp．！10～！1！，！996年6月，インプレス
注3　日本インターネット協会：「インターネット白書’96」，pp．76～99，1996年6月，インプレス
注4　大学内のBBSの使用については講習会などが適時開催されており情報処理センターに利罵申請をすれば
　　IDが発行される。現在IDを取得している学生は全体の38％ほどである。
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